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◆
様
似
町
議
会
会
議
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
規
則
の
制
定
に
つ
い

て◆
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
の
指

定
に
つ
い
て

（
様
似
町
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
）

◆
第
９
次
様
似
町
総
合
計
画
基
本

構
想
及
び
基
本
計
画
の
策
定
に
つ

い
て

　

以
上
、
３
件
に
つ
い
て
原
案
の

通
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

◆
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
の
変

更
に
つ
い
て

（
交
流
促
進
施
設
ア
ポ
イ
山
荘
）

　

以
上
、
１
件
に
つ
い
て
町
側
よ

り
原
案
撤
回
の
申
し
出
が
あ
り
、

承
認
さ
れ
ま
し
た
。

◆
町
議
会
閉
会
中
に
お
け
る
委
員

会
の
所
管
事
務
調
査
等
の
調
査
に

つ
い
て

　

以
上
、
１
件
に
つ
い
て
申
し
出

の
通
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

会　　　計　　　名 予　　算　　額

一 般 会 計 ４４億９，４００万円

介 護 保 険

特 別 会 計
４億７，９０３万８千円

国民健康保険

事業特別会計
６億１４２万円

後期高齢者医療

特 別 会 計
７，７９８万５千円

下 水 道 事 業

特 別 会 計
２億６，４９７万円

水道事業

会　　　計

収益的

収 入
１億６，４８４万６千円

収益的

支 出
１億５，１８７万２千円

　

３
月
17
日
か
ら
19
日
ま
で
の
３
日
間
に
渡
っ
て
開
か
れ
た
令
和
３
年
度
予
算
審
査
特
別
委
員

会
。

　

最
終
日
は
午
後
10
時
ま
で
に
及
ぶ
慎
重
審
議
の
結
果
、
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
、
並
び
に

水
道
事
業
会
計
が
原
案
の
通
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。　

総総務務費費

２２５５..４４％％

公公債債費費

１１７７..４４％％

民民生生費費

１１１１..２２％％

土土木木費費

１１００..８８％％

衛衛生生費費

１１００..４４％％

農農林林水水産産業業費費

７７..９９％％

教教育育費費

７７..５５％％

消消防防費費

４４..５５％％

商商工工費費

３３..５５％％

議議会会費費 １１..００％％

労労働働費費 ００..２２％％

予予備備費費 ００..１１％％

災災害害復復旧旧費費 ００..１１％％

一
般
会
計
歳
出
の
構
成
比
率

原　案　撤　回
公の施設の指定管理者の変更について

　

令
和
３
年
度
一
般
会
計
歳
出
は
左
の
円
グ
ラ
フ
の
通
り
で
す
。

　

前
年
度
比
に
つ
い
て
は
、総
務
費
（
＋
１
・
５
％
）、公
債
費
（
±
０
％
）
、民
生
費
（
△

０
・
４
％
）、
土
木
費
（
△
０
・
３
％
）、
衛
生
費
（+

０
・
３
％
）、
農
林
水
産
業
費
（
△

１
・
２
％
）、
教
育
費
（+

０
・
８
％
）、
消
防
費
（
△
０
・
３
％
）、
商
工
費
（
△
０
・
３
％
）

議
会
費
（
△
０
・
１
％
）、
労
働
費
（
±
０
％
）、
予
備
費
（
±
０
％
）、
災
害
復
旧
費

（
±
０
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

　現在のアポイ山荘の指定管理者である『湯らん銭株式会社』が、令和３年２月 22日に子会社である新法人『ア

ポイ山荘株式会社』を立ち上げ、指定管理者を今後この会社で引継ぎたいとの申し出があった。

　湯らん銭株式会社は、令和２年４月より交流促進施設アポイ山荘の指定管理者に指定され、５年間の指定管

理をしていく事となっていたが、より地域密着型経営をしていきたいとの意志があり、社長及びスタッフに変

更はなく、今後は新法人として引き続き指定管理者を続けて行きたいとのこと。

　『様似町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例』第５条の「地域等の活力を積極的に活用し

た管理を行うことにより事業効果が相当程度期待できると思慮するときは、本町が出資している法人又は公共

団体若しくは公共的団体を指定管理者の候補者として選定することができる。」に準じ、コロナ禍の厳しい経

営状況の中でも第３四半期まで黒字を維持していることを考慮し、公募によらない指定管理者の候補者の選定

等に準じた事例として、今回指定管理者の変更を提案するもの。

・新法人を立ち上げたのなら、今回の議案は指定管理者の『変更』ではなく『指定』になるのではないか。

・公募によらず指定管理者の指定ができるのは、『本町が出資している法人又は公共団体若しくは公共的団体

を指定管理者の候補者として選定することができる。』とあるが、様似町が出資している法人ではないため、

条例に沿わない。

・指定管理者を指定する場合、通常は選考委員会を設置して十分な協議を行うはずだが、今回は手続き上での

開催で、十分な協議を行ったとは言えない。

　行政側は議会の意見を踏まえ、今後しっかりと説明を行う必要があると判

断したため、『様似町議会会議規則』第 19 条「事件の撤回又は訂正及び動議

の撤回」に基づき、原案撤回の申し出をし、議会はこれを承認しました。

交流促進施設　アポイ山荘


